
 
  

 

令和５年度の公金運用状況についてお知らせします。 

 

 令和５年度の歳計現金等（歳計現金及び歳入歳出外現金）、基金、新潟東港臨

海用地造成事業会計、基幹病院事業会計及び流域下水道事業会計に属する資金

の運用状況を取りまとめましたので、お知らせします。 

 

１ 運用方針 

 「新潟県公金管理方針」に基づき、安全性及び流動性の確保を前提に、可能

な限り有利な運用に努めました。 

 

２ 運用状況 

(1) 歳計現金等 

制度融資預託金の支出のため、年間を通じて資金残高がマイナスとなる

期間が長く、平均資金残高が低調に推移したため、運用実績はありません。 

 

(2) 基金 

運用は金融機関への預金及び地方債等の債券により行いました。 

「新潟県行財政改革行動計画」に基づき、長期債券運用を増やしたことな

どから、運用収入は前年度より 3 億 1,185 万 9,010 円増加し、8 億 2,086 万

810 円となりました。 

 

(3) 新潟東港臨海用地造成事業会計 

運用実績はありません。 

 

(4) 基幹病院事業会計 

運用は金融機関への預金により行いました。 

運用収入は前年度より 859 円減少し、1 万 1,915 円となりました。 

 

(5) 流域下水道事業会計 

   運用実績はありません。 

 

※資金別の運用状況については、次頁に記載 

 
 

 
令和６年７月 26 日 
出 納 局 管 理 課 

新潟県報道資料 



（単位：円、％）

令和５年度
①

令和４年度
②

増減
①－②

平均資金残高 1,173,718,658 779,760,357 393,958,301

別段預金 1,173,718,658 779,760,357 393,958,301

定期預金等 0 0 0

運用収入 0 0 0

利回り - - -

平均資金残高 337,575,036,822 311,944,986,607 25,630,050,215

預金計 155,248,246,688 165,124,309,152 △ 9,876,062,464

普通預金 3,702,980,726 3,720,073,097 △ 17,092,371

定期預金等 151,545,265,962 161,404,236,056 △ 9,858,970,093

債券 170,414,221,828 138,437,115,811 31,977,106,017

繰替運用 11,912,568,306 8,383,561,644 3,529,006,662

運用収入 820,860,810 509,001,800 311,859,010

利回り 0.243 0.163 0.080

平均資金残高 30,542,286 33,643,907 △ 3,101,621

別段預金 30,542,286 28,942,538 1,599,748

定期預金等 0 4,701,370 △ 4,701,370

運用収入 0 94 △ 94

利回り - 0.002 △0.002

平均資金残高 4,362,728,769 2,142,767,560 2,219,961,209

3,174,286,389 865,126,018 2,309,160,371

定期預金等 0 0 0

普通預金（付利） 1,188,442,380 1,277,641,542 △ 89,199,162

運用収入 11,915 12,774 △ 859

利回り 0.001 0.001 0

平均資金残高 1,977,979,890 1,758,860,068 219,119,822

1,977,979,890 1,758,860,068 219,119,822

定期預金等 0 0 0

運用収入 0 0 0

利回り - - -
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注１：歳計現金等とは、歳計現金（県の歳入歳出に属し日々の支払いに充てる現金）に歳入歳出外現金（入札保

証金等）を加えたものです。 

注２：基金は、県債管理基金など 30 基金の合計です。（土地基金（貸付金）、産業振興貸付基金（貸付金）、土地

基金（土地）、災害救助基金（備蓄物資）を除く。） 

注３：繰替運用とは、歳計現金に資金不足が生じた場合に、基金の現金を歳計現金へ繰り替えて運用することで

す。 

注４：平均資金残高は、４月１日から３月 31 日まで（366 日間）における１日あたりの資金残高を表したものです（平

均値）。 

（平均資金残高＝各日の資金残高の合計÷年間日数（366）） 

注５：利回りは、年率換算したものです。（利回り＝運用収入÷平均資金残高） 

ただし、歳計現金等、新潟東港臨海用地造成事業会計、基幹病院事業会計、流域下水道事業会計に

ついては決済用の別段預金・普通預金を除いて年率換算したものです。（利回り＝運用収入÷平均資金

残高（定期預金等）） 

 



 

 

本件公表及び歳計現金についてのお問い合わせ先 

出納局管理課長 南 

（直通電話）025-280-5481（内線 3480） 

 

基金についてのお問い合わせ先 

総務部財政課資金・決算係財政調整員 木下 

（直通電話）025-280-5576（内線 2250） 

 

新潟東港臨海用地造成事業会計についての 

お問い合わせ先 

 交通政策局港湾振興課課長補佐 貝瀬 

（直通番号）025-280-5928（内線 3448） 

 

基幹病院事業会計についてのお問い合わせ先 

 福祉保健部地域医療政策課参事 塩尻 

（直通番号）025-280-5919（内線 2596） 

 

流域下水道事業会計についてのお問い合わせ先 

 土木部都市局下水道課課長補佐 米野 

（直通番号）025-280-5857（内線 3340） 


